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「投資・財政計画」について 
 

１ 「投資・財政計画」について 

⑴ 経営戦略における「投資・財政計画」とは 

国が示すところによれば、「『経営戦略』とは、各公営企業が、将来にわたって安定的に事業を継続し

ていくための中長期的な経営の基本計画であり、その中心となる『投資・財政計画』は、施設・設備に

関する投資の見通しを試算した計画（投資試算）と、財源の見通しを試算した計画（財源試算）を構成

要素とし、投資以外の経費も含めた上で収入と支出が均衡するよう調整された中長期の収支計画であ

る。」とされています。 

図 投資・財政計画策定の流れ（国の資料より） 

 

 

⑵ 本市経営戦略における「投資・財政計画」の内容について 

計画期間 ○10 年間（平成 31 年度～40 年度） 

主な内容 
○国や県の各種計画や通知等を踏まえ、本市の上位計画（人口ビジョン等）や

下水道事業に関係する各種計画との整合を図ったもの 

投資（建設・改

良に係る支出） 

○過去に取得した資産（建設改良費約 2,300 億円）を適切に更新していく費用

と、新たに取得する資産（未普及整備等）について、今後 50 年間にわたり

シミュレーションしたもの 

投資以外の 

収入・支出 

○建設改良費以外の収入・支出の項目については、計画期間の 10 年間のみ  

シミュレーションしたもの 

○変動の要素が少ない収入・支出の項目は、現状の規模を維持するものと仮定 

 

 

 

２ 「投資・財政計画」策定における前提条件について 

⑴ 人口の推移について 

将来人口の推計については、平成 27 年度に市総合計画・創生総合戦略において公表された、「人口  

ビジョン」を利用することとし、将来の汚水処理人口を推計するために、「いわき市民」と「避難者」

を合計した定住人口をベースとしています。 

これまでの定住人口は、いわき市民の人口は減少しているものの、本市への避難者の流入により、  

平成 17 年（2005 年）から現在にかけて、35 万人前後で推移していました。 

今後の本市の定住人口は、少子高齢化等の影響を受けて人口減少が進み、約 40 年後の平成 72 年（2060

年）には、24.2 万人と、現状の３分の２程度の人口に減少する見通しとなっています。 

 

⑵ 下水道の整備状況について 

本市の下水道事業は、昭和 33 年に旧平市において事業認可を受けて以降、着実に整備を進め、整備

に要した事業費は平成 29 年度までに累計で 2,300 億円を超えており、単年度の事業費では、平成 13 年

の 100.6 億円をピークに、近年は 32 億円程度で推移しています。 

現在、保有する資産は、管きょ（下水道管）が約 1,100 ㎞、ポンプ場が 40 箇所、浄化センターが    

４箇所となっておりますが、これらの施設では、老朽化が進行していることから、今後は、改築・更新

に多くの費用がかかることが見込まれています。 
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⑶ 下水道処理人口及び有収水量の推移について 

下水道処理人口（下水道に接続することができる人口）は、未普及区域の整備により年々増加してき

ており、平成 27年度末時点でおよそ 19.0 万人となっています。 

今後の下水道処理人口の推移は、平成 37年（2025 年）までは、未普及区域の 10 年概成に向けた整備

による上昇と人口の減少が均衡し、現状と概ね同水準で推移しますが、それ以降は、人口減少の影響に

より、平成 72 年（2060 年）にかけて、13.7 万人まで減少していく見通しです。 

また、現行の水洗化率で推移した場合の有収水量（使用料の対象となる汚水処理量）については、下

水道処理人口と同様の傾向を示しますが、人口減少の影響に加え、さらに節水機器の普及や節水意識の

定着等による節水型社会の進行により、平成 27年（2015 年）に 1,732 万㎥であったものが、45 年後の

平成 72 年（2060 年）には 1,170 万㎡まで減少する見通しとなっています。 

 

⑷ 「投資・財政計画」の計画期間内（H31-40）における前提条件について 

定住人口の推移

について 

○約 34.3 万人 ⇒ 約 32.4 万人 

○計画期間内は一貫して減少する見通し 

下水道処理人口

について 

○約 18.7 万人 ⇒ 約 18.3 万人 

○平成 37 年度までは未普及区域の整備により、現状を維持するが、それ

以降は人口減少の影響により減少する見通し 

有収水量の推移

について 

○約 1,690 万㎥ ⇒ 約 1,610 万㎥ 

○人口減少及び節水型社会の進行の影響を受けて減少するが、未普及区域

の概成以後は、特に減少傾向が顕著になる見通し 

 

 

 

 

 

３ 「投資・財政計画」における収入・支出の主な項目について 

「投資・財政計画」の策定にあたり、収入・支出に係る項目の中で、大きな要素となる次の８項目につ

いてそれぞれ確認します。 

なお、「投資・財政計画」のうち、下の円グラフのとおり、収益的収支に係る項目は、消費税の影響を

取り除いて損益を計算するために税抜き、資本的収支に係る項目については税込みで表すものですが、今

回は、過去の指標との比較や現金収支の計算を分かりやすくするため、税込に統一して計算しています。 

項 目 説明・概要 

収 

入 

下水道使用料 汚水処理にかかる経費に充てるため、使用者から徴収する料金 

一般会計繰入金 

下水道の経営に伴う収入（使用料）をもって充てることが適当でない経費  

（雨水処理費等）など、一般会計が負担する経費 

収益的収支の他会計負担金、資本的収支の他会計出資金からなる。 

企業債 公営企業が建設改良費に充てるために起こす借入 

国庫補助金 
下水道施設の整備に要する費用に対し国が補助するもの 

【補助率】50/100 

支 

出 

建設改良費 下水道施設を新たに建設したり、古い施設を改築・更新するための費用 

維持管理費 
下水道施設（管きょ、浄化センター、ポンプ場等）の維持管理に要する経費 

人件費、委託費、修繕費、動力費（電気代等）、燃料費等からなる。 

減価償却費 建物や設備等の固定資産の取得価額をその耐用年数に応じて期間配分した費用 

企業債元利償還金 過去に借入れた企業債の元金（残高）及び利息の支払いに要する経費 

※ 収入のうち、長期前受金戻入は、建設改良費の財源として、過去に受け入れた国県補助金等を耐用

年数に応じて期間配分した収入であり、金額は大きいものの減価償却費と一連のものであること 

から、説明を省略しています。 

図 平成 28 年度決算の状況 
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４ 収入の推移について 

⑴ 下水道使用料の推移について 

東日本大震災及び平成 27 年度の企業会計移行に伴う打切決算の影響を除き、未普及区域の整備に  

より増加傾向にあります。なお、平成 26 年度に下水道使用料の改定を行っており、これが前年度に   

比較して大きく伸びた要因となります。 

今後は、現在の使用料体系を維持したとして、平成 31 年 10 月に予定されている消費税 10％への改定

を経て、10 年概成に向けた未普及区域の整備による上昇と人口の減少がおおむね均衡することにより、

年平均 35億円程度で推移する見通しとなっています。 

 

 

⑵ 一般会計繰入金の推移について 

東日本大震災に対応する災害復旧費の影響を除き、約 36 億円前後で推移しています。 

今後は、一般会計への負担が過度にならないように配慮するためにも、現行の水準（金額）を維持す

るものと仮定していますが、今後の財政課との協議次第では変動することも十分に想定されます。 

 

 
 

 

 

⑶ 企業債の推移について 

東日本大震災の影響を除き、平成 19 年度から平成 25 年度にかけて、平均 39 億円程度で推移してき

ており、また、同時期に高金利の企業債について繰上償還できる国の制度（公的資金補償金免除繰上  

制度）を活用し、計 117 億円の企業債を低金利のものに借り換えています。その後は、国庫補助金内示

額に合わせた建設投資額に対応する規模として、平均 24 億円程度で推移してきました。 

今後は、「汚水処理施設の 10 年概成」に向けた新規整備、老朽化した施設の改築や耐震化、中・東部

処理区統廃合等の事業を行うことを前提として、30 億円程度で推移する見通しとしておりますが、その

一方で、毎年度の借入を元金償還額以下の水準（金額）に抑制することで、企業債残高が減少するよう

十分に配慮しています。 

 

⑷ 国庫補助金の推移について 

東日本大震災の影響がある時期を除き、平成 19 年度から平成 24 年度までは、平均 19 億円で推移   

しており、この期間には、汚水幹線整備、北部・中部・南部地区での面整備、浄化センターの施設増設、

ポンプ場等の新設など、大規模な整備を行ったため高い水準となっています。 

その後は、国庫補助金の配分が減少（前年度比 83％）したことにより、平均 10 億円程度で推移して

います。 

今後は、「10 年概成」の目標時期である平成 37 年度までは現在と同規模の平均 11 億円程度と見込み

ますが、平成 38 年度以降は雨水ポンプ場の改築・耐震化に本格的に取り組む必要があることからも、

14 億円程度への増額を見込んでいます。 
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５ 建設投資額の規模の検討について 

⑴ これまでの建設投資額について 

下水道事業が保有する資産の取得に要した費用は、約 2,300 億円となっており、標準耐用年数（国が

示す施設更新の年数）をすでに超過しており、すぐにでも更新が必要なものがある一方、未だ標準耐用

年数を超過していないものの、取得から 40 年以上が経過し、今後更新が必要となってくる資産など  

数多くの資産を保有しています。 

⑵ 将来シミュレーションの実施方法（建設投資額算出の前提条件） 

将来の建設投資額の算出にあたっては、保有する資産の更新費用と今後新たに取得する資産の建設 

投資額を、次の条件でシミュレーションしています。 

対象資産 
固定資産台帳に記載された保有資産のうち、中・東部処理区統廃合事業に伴い除却予定の 

ものを除いた資産と今後新たに取得する資産 

更新時期 

更新時期については、ストックマネジメント計画に基づき、各資産ごとに設定した目標耐用

年数（標準耐用年数に本市が設定した倍率を掛けた年数）を経過した年度とし、以後も目標

耐用年数を経過するごとに更新 

新たな資産 
新たな資産については、中・東部処理区統廃合事業に係る整備計画や｢汚水処理施設の 10年

概成｣の方針等による整備計画を基に設定 

投資金額 
保有資産については、各資産の取得価格に物価上昇分を加味した金額とする（国が示す建設

工事デフレーターを使用）。また、新たな資産については、現時点での試算における事業費 
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⑶ シミュレーションから見えた課題 

図①の結果より、今後 50 年間に必要な建設投資額の総額は、3,657 億円となり、単純平均では、１年

あたり 73億円の事業費が必要となります。 

現在の建設投資額の実績規模が年間で 30 億～40 億円程度であることや、財源や職員の執行体制など

の制約などを考慮すると、総事業費の抑制や平準化が必要と考えられます。 

 

⑷ 建設投資額算出にかかる更新時期の見直し（総事業費抑制のための取組み） 

建設投資額算出にあたっては、⑵のシミュレーションの結果（図①）より、総事業費の抑制や平準化

が不可欠であることから、適切な長寿命化を図った上での更新時期の見直しが必要と考えられます。 

ア 管きょの更新時期の見直し 

保有資産のうち約６割を占める管きょの目標耐用年数は、50 年（標準耐用年数と同年）とされて

いますが、現在では、管きょに使われる材質の性能が向上し、設置場所や使用条件などにより現実

的には 50年を経過しても問題なく使用できる管きょが多く存在していることが確認されています。 

管きょの経過年数に応じた健全度を表す手法の１つに「健全率予測式」という考え方があります

が、この手法を用いて健全率が一定程度の劣化状況に達した資産を更新していく手法に見直します。 

イ その他の資産の更新時期の見直し 

浄化センターやポンプ場の建物等についても、目標耐用年数である 50 年（標準耐用年数と同年）

での更新とすると莫大な費用が必要となることから、適切な維持管理により長寿命化を図ることと

して、目標耐用年数を 1.5 倍にした 75年を更新時期として設定するよう見直します。 
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⑸ 投資額の平準化 

⑷の見直しにより、図②に示すように、今後 50年間の投資額の総額が約 2,604 億円となることから、

図①と比べ 1,000 億円以上抑制できる結果となりましたが、各年度ごとに見ると 30 億円程度から 100

億円超とばらつきがあります。 

このため「更新事業費は一定期間で平準化すべき」という国の指針等を踏まえ、本戦略の計画期間を

考慮し、事業費を 10 年ごとに平準化し、平成 31 年度から 40 年度にかけては、平均 43 億円で推移する

こととします。 
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図① 投資規模の変遷と将来のシミュレーション 

図② 投資規模の変遷と将来のシミュレーション（更新時期見直し後） 

図③ 将来の建設投資シミュレーション（平準化後） 
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６ 支出の推移について 

⑴ 建設改良費の推移について 

平成 19 年度から 22 年度にかけて、大規模な整備を進めてきたため平均 50 億円程度で推移しており、

平成 23 年度から 25 年度までは、東日本大震災からの復旧・復興事業により、40 億円前後で推移してき

ました。その後は、財源となる国庫補助金に合わせた事業規模としており、平均 32 億円程度で推移し

ています。 

今後は、50 年間のシミュレーション結果等からも、国庫補助金や企業債等の財源や、職員の執行体制

などを考慮しつつ、「汚水処理施設の 10年概成」や雨水対策に向けた新規整備、老朽化した資産の改築

や耐震化、「中・東部処理区統廃合事業」等の投資を行うことを前提に、年平均 43億円程度（10年間で

430 億円）で推移していく見通しとしています。 

 

⑵ 維持管理費の推移について 

平成 19 年度から 22 年度までにかけて、平均 19 億円程度で推移してきており、平成 23 年度から   

26 年度までは、東日本大震災の発生に伴う復旧事業（主に修繕等）の影響により、平均 29 億円程度で

推移してきました。その後は、平成 27 年度の企業会計移行の打切決算の影響を除くと、平均 27 億円  

程度で推移しています。 

今後は、基本的に現状の規模（平成 29年度当初予算額）を維持するものとして、年平均 29 億円程度

と見込みますが、平成 35 年度から 39 年度にかけては、中・東部処理区統廃合事業に伴う撤去費用が  

発生することから、一時的に増加する見通しです。 

 

 

 

⑶ 減価償却費等の推移について 

減価償却費等は、企業会計に移行した平成 28 年度から計上しているものであり、現状、平均 44億円

程度で推移しています。 

今後は、新たな資産の取得に加え、老朽化した資産についても更新しなければならないことから、  

若干ですが増加する見通しとなっています。 

詳細には、平成 35 年度から 39 年度にかけて、中・東部処理区統廃合事業に伴い、減価償却費等は   

一時的に増加するものです。 

 

 
 

⑷ 企業債元利償還金の推移について 

平成 19 年度から 25年度にかけて国の繰上償還制度を活用していることから、企業債残高、元金償還、

利息ともに、平成 21 年度をピークとして減少しています。 

今後は、引き続き企業債残高の減少に十分配慮しつつ借入を行うことからも、元金償還額は 40 億円

程度で推移する見通しであり、それに伴い企業債利息は 10億円前後で推移する見通しとなっています。 
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利息 元金償還 繰上償還 企業債残高 

 

（億円） 

中・東部処理区統廃合事業 

に伴い発生する撤去費用 

（億円） 

繰

越 

 

 

四倉・小名浜地区復興事業 

 

打切 

決算 

国庫補助金 

内示額減少 

（億円） 
（億円） 

東日本大震災

からの復旧 

中・東部処理区 

統廃合事業に伴い

発生する費用 

は 

資産減耗費 

として計上 

（億円） 

計画期間内 計 430 億円（年平均 43.0 億円） 

計画期間内 計 295 億円（年平均 29.5 億円） 

計画期間内 計 475 億円（年平均 47.5 億円） 

計画期間内 計 496 億円（年平均 49.6 億円） 
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７ 投資・財政計画について 

これまでの収入・支出の推移を取りまとめると、次の「投資・財政計画」（計画期間 10 年間：平成     

31 年度から 40年度）となり、収益的収支・資本的収支、資金収支についてそれぞれ評価していきます。 

 

⑴ 収益的収支・資本的収支の状況について 

収
益
的
収
支 

収 入 

・使用料は、未普及区域の整備による増加要因と人口減少・節水傾向による減少要因が均衡

することで、おおむね横ばいで推移 

・繰入金は、一般会計の負担が過度にならないように配慮するためにも、現行の水準（金額）

を維持するものと仮定（今後の財政課との協議次第で変動も想定されているところ） 

支 出 

・減価償却費は、新規整備や老朽化した資産の改築需要の増大に伴い、増加傾向と見込む。 

・維持管理費及び資産減耗費は、中・東部処理区統廃合事業に伴い発生する費用として、   

平成 35 年度から 39 年度にかけて増額と見込む。 

・企業債利息は、元金残高の減少に伴い、減少傾向と見込む。 

収支差 

・現行の使用料水準を維持した場合、毎年、純損失が発生するとともに、計画期間内（平成

31 年度から 40 年度）の累計で 36.7 億円の赤字と見込む。 

・収支を均衡させるため、支出削減や収入確保による収支ギャップの解消が求められる。 

資
本
的
収
支 

収 入 

・企業債借入額は、元金償還額以下の水準（金額）とすることで、企業債残高の減少に配慮 

・繰入金は、現行の水準（金額）を維持するものと仮定 

・国庫補助金は、10 年概成の目標時期である平成 37 年度までは現在と同規模の 11 億円程度

と見込むが、以後は雨水対策（ポンプ場改築等）の実施に伴い増額と見込む。 

支 出 

・建設改良費は、中・東部処理区統廃合事業や老朽化した資産の更新需要の増大に伴い、   

増加傾向と見込む。 

・なお、適切な修繕を行うことを前提に、資産の長寿命化を図るとともに、事業費の平準化

を行うことで、本来の改築需要額よりも各年度の事業費を抑制 

・企業債償還金は、借入額よりも高い水準とすることで、企業債残高の減少に配慮しながら、

40 億円程度で推移 

収支差 ・会計上、赤字となるが収益的収支の損益勘定留保資金により、おおむね補てん可能な水準 

 

 
 

 

⑵ 資金収支について 

資金収支としては、収益的収支が計画期間を通して収支不足（赤字）となることなどから、資金不足

が発生することも避けられない状況です。 

また、現在のシミュレーションでは、平成 34 年度の時点には、会計内の現金残高がマイナス（資金

が枯渇する）となる見通しであり、これは、下水道事業において各種支払いができず、事業運営が立ち

行かなくなる状況とも判断されます。 

そのような状況を避けながら、安定的で持続可能な事業運営のためには、資金収支において収支ギャ

ップを解消する必要性があり、必然的に支出の削減や収入の確保に取り組まなければなりません。 

 

 

H31 H32 H33 H34 H35 H36 H37 H38 H39 H40 H31-40計

下水道事業収益 8,278,623 8,371,134 8,377,198 8,418,288 8,449,967 8,431,285 8,411,922 8,405,153 8,435,133 8,225,467 83,804,171

営業収益 5,308,239 5,384,134 5,404,985 5,433,146 5,426,627 5,421,039 5,415,452 5,409,863 5,404,276 5,398,688 54,006,449

下水道使用料 3,424,135 3,490,310 3,509,292 3,528,705 3,522,186 3,516,598 3,511,010 3,505,422 3,499,835 3,494,247 35,001,740

他会計負担金 1,884,104 1,893,824 1,895,693 1,904,441 1,904,441 1,904,441 1,904,441 1,904,441 1,904,441 1,904,441 19,004,708

営業外収益　 2,970,383 2,986,999 2,972,212 2,985,141 3,023,339 3,010,245 2,996,469 2,995,288 3,030,856 2,826,779 29,797,712

他会計負担金 1,163,893 1,172,546 1,174,990 1,180,974 1,180,974 1,180,974 1,180,974 1,180,974 1,180,974 1,180,974 11,778,247

国庫補助金 51,500 51,500 51,500 51,500 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 21,000 332,000

長期前受金戻入 A 1,745,270 1,753,233 1,736,002 1,742,947 1,812,255 1,799,161 1,785,385 1,784,204 1,819,772 1,615,695 17,593,925

下水道事業費用 8,353,507 8,347,027 8,408,342 8,509,021 8,790,621 8,751,835 8,868,727 9,030,250 9,129,056 8,731,152 86,919,540

営業費用 7,248,803 7,241,323 7,302,929 7,405,375 7,718,281 7,742,196 7,858,583 8,018,030 8,105,253 7,696,828 76,337,602

維持管理費 2,808,731 2,756,716 2,767,075 2,807,699 2,967,704 2,967,704 2,967,704 2,967,704 2,967,704 2,807,704 28,786,445

減価償却費 B 4,307,328 4,344,213 4,398,844 4,462,134 4,212,138 4,235,933 4,354,080 4,495,527 4,587,190 4,701,226 44,098,613

資産減耗費 C 132,744 140,394 137,010 135,542 538,439 538,559 536,799 554,799 550,359 187,898 3,452,543

営業外費用 1,099,284 1,100,484 1,100,193 1,098,426 1,067,120 1,004,419 1,004,924 1,007,000 1,018,584 1,029,105 10,529,538

支払利息等 1,025,604 1,026,128 1,025,837 1,024,070 992,764 930,063 930,568 932,644 944,228 954,749 9,786,654

消費税等(維持管理費) 73,680 74,356 74,356 74,356 74,356 74,356 74,356 74,356 74,356 74,356 742,884

収益的収支差引 △ 74,885 24,107 △ 31,144 △ 90,733 △ 340,654 △ 320,550 △ 456,805 △ 625,098 △ 693,923 △ 505,685 △ 3,115,369

消費税等調整額 49,934 57,425 68,481 66,575 51,432 50,924 50,416 49,908 49,400 63,438 557,935

純損益 ① △ 124,819 △ 33,317 △ 99,625 △ 157,308 △ 392,086 △ 371,474 △ 507,221 △ 675,006 △ 743,324 △ 569,123 △ 3,673,303

資本的収入 5,115,752 5,177,394 5,148,748 5,066,166 5,467,431 5,324,037 5,149,877 5,678,340 5,470,445 5,497,920 53,096,110

企業債 2,833,000 2,870,000 2,888,000 2,868,000 3,128,000 3,086,000 2,961,000 3,131,000 2,961,000 2,926,000 29,652,001

他会計出資金 1,118,478 1,087,683 1,063,535 1,063,535 1,063,535 1,063,535 1,063,535 1,063,535 1,063,535 1,063,535 10,714,441

国庫補助金 1,052,290 1,132,250 1,123,810 1,062,985 1,181,000 1,087,148 1,041,644 1,373,444 1,338,368 1,396,196 11,789,135

資本的支出 8,012,626 8,221,544 8,252,846 8,254,402 8,212,060 8,236,829 8,146,132 8,595,939 8,478,317 8,513,556 82,924,252

建設改良費 4,011,908 4,203,035 4,218,432 4,181,734 4,216,451 4,219,451 4,175,451 4,625,451 4,514,451 4,697,451 43,063,815

企業債償還金 3,993,034 4,010,701 4,026,606 4,064,860 3,987,801 4,009,570 3,962,873 3,962,680 3,956,058 3,808,297 39,782,481

△ 2,896,874 △ 3,044,150 △ 3,104,098 △ 3,188,236 △ 2,744,629 △ 2,912,792 △ 2,996,255 △ 2,917,600 △ 3,007,872 △ 3,015,636 △ 29,828,142

2,694,802 2,731,374 2,799,852 2,854,729 2,938,322 2,975,331 3,105,494 3,266,122 3,317,777 3,273,429 29,957,231

その他調整額 ④ 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 1,000 10,000

△ 325,891 △ 345,094 △ 402,871 △ 489,815 △ 197,394 △ 307,935 △ 396,982 △ 325,484 △ 432,419 △ 310,329 △ 3,534,214

資金期末残高 840,146 495,053 92,181 △ 397,634 △ 595,028 △ 902,963 △ 1,299,945 △ 1,625,429 △ 2,057,848 △ 2,368,177 ―

資本的収支差引　③

科　　目

収

益

的

収

支

資

本

的

収

支

資

金

収

支

損益勘定留保資金 ②(B+C-A)

当年度資金収支 ①+②+③+④

82.8  83.7  83.8  84.2  84.5  84.3  84.1  84.1  84.4  
82.3  83.5  83.5  84.1  85.1  

87.9  87.5  88.7  
90.3  91.3  

87.3  

△ 1.2 △ 0.3 △ 1.0 △ 1.6 △ 3.9 △ 3.7 
△ 5.1 

△ 6.8 △ 7.4 
△ 5.7 

△ 1.2 △ 1.6 △ 2.6 
△ 4.2 

△ 8.1 

△ 11.8 

△ 16.9 

△ 23.6 
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△ 36.7 
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収入 支出 純損益 純損益累計額 

51.2  51.8  51.5  50.7  54.7  53.2  51.5  56.8  54.7  55.0  

26.9 27.3 28.0 28.5 
29.4 29.8 31.1 

32.7 33.2 32.7 

78.1  79.1  79.5  79.2  
84.1  83.0  82.6  

89.4  87.9  87.7  

80.1  82.2  82.5  82.5  82.1  82.4  81.5  
86.0  84.8  85.1  
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8.4 
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△ 4.0 
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△ 9.0 

△ 13.0 
△ 16.3 

△ 20.6 
△ 23.7 

△ 3.3 

△ 3.5 △ 4.0 △ 4.9 
△ 2.0 △ 3.1 △ 4.0 △ 3.3 △ 4.3 △ 3.1 
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△ 10.7 
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△ 24.7 
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△ 32.2 
△ 35.3 -40
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現金残高 資金不足額 資金不足累計額 

（億円） 

（億円） 

（億円） 

収益的収支の見通し 

資本的収支の見通し 

（億円） 
現金残高が 

マイナス 

（単位：千円） 

※ 推計の都合上、主要な項目と内訳の合計が一致しない場合もあります。 
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８ 収支不足（ギャップ）解消のために 

⑴ 支出の削減について 

支出面では、減価償却費及び企業債元利償還金は、過去の建設投資に伴う支出の時点で確定している

ものであることから、削減は困難であり、ここでは維持管理費及び建設改良費の削減の可能性について

検討することとします。 

ア 維持管理費の削減の可能性 

維持管理費は、主に人件費、委託費、修繕費、動力費（電気代等）、燃料費等からなりますが、現状

としては、委託費がその割合を大きく占めています。 

本市においては、全ての浄化センター・ポンプ場の維持管理、管きょの点検・清掃等に民間委託を

導入しており、既に施設の維持管理・運営の効率化を十分図っているといえ、さらなる削減は現実的

には困難な状況と考えられます。 

イ 建設改良費の削減の可能性 

建設改良費は、今後 50年間のシミュレーションとして、各種施設を目標耐用年数の間隔で更新した

場合の事業額は 3,657 億円（年平均 73 億円）との結果となったものを、財源や職員の執行体制等の  

制約を考慮し、総事業費抑制のため必要な対応として更新間隔を見直すことで、事業費を 2,604 億円

（年平均 52 億円）としており、50 年間で 1,000 億円以上の抑制を図り、10 年間単位で事業費の平準

化を行ったうえで、計画期間内（平成 31 年度から 40 年度）の事業費を 430 億円（年平均 43億円）と

見積もったところです。 

本市においては、現状、既に可能な限りの事業費の見直し（支出の抑制）を図っていることからも、

現時点で、さらなる建設改良費の削減という方策は妥当なものとはいえないと考えられます。 

以上のことから、支出面では、削減することができない費用、既に十分に見直しを図っている費用で

大部分を占めていることから、支出面での削減は困難な状況と考えられます。 

 

⑵ 収入の確保について 

収入面では、企業債は、将来の支出の硬直化を招いてしまう懸念があり、財政規律の観点からも現在  

以上の水準とすることは望ましくないことや、国庫補助金は制度の存廃等を的確に見込めないことなど

から、一般会計繰入金及び使用料収入の確保の可能性について検討します。 

ア 一般会計繰入金の確保の可能性 

下水道事業は、下水道使用料等に加え、一般会計繰入金によりその事業費をまかなっているところ

ですが、繰入金には、雨水の処理費用など一般会計で負担すべき額として、国の繰出基準に基づいて

いるもの（基準内繰入）と、事業運営にかかる経費のうち使用料だけでまかないきれていない部分に  

対するもの（基準外繰入）などがあります。 

繰入金の増額はそれ自体が、下水道を使用していない方にも負担を求めることを意味しており、  

公平性の観点や地方公営企業が独立採算を基本としていることからも望ましいものではありません。 

なお、繰入金については、現在、財政課とそのあり方について鋭意協議を進めているところであり、

状況が分かり次第、審議会には適切に報告させていただきます。 

イ 下水道使用料の確保の取組みについて 

使用料の確保にあたっては、水洗化促進員による戸別訪問等の活動や、使用料を滞納されている方

への働きかけなど接続率・収納率の向上のため取り組んでおり、今後も引き続き使用料確保に向けた

取組みを継続していくこととしています。 

 

 

 

ウ 下水道使用料の改定の可能性 

事業経営において、汚水の処理費用等にかかる経費に充てるため使用料を徴収していますが、本市

の使用料は、下水道の普及に伴い段階的に改定を重ね、現在、月 20㎥を使用した場合 2,998 円(税込)

となっています。 

今後の使用料収入の推移は、長期間では、下水道処理人口及び有収水量が人口減少等の影響により

45 年後にはおおむね７割程度に減少する見通しであり、また、今後 10 年間では、現在の使用料体系

を維持する前提においては、未普及区域の整備による増加要因と人口減少・節水傾向による減少要因

が均衡することで、おおむね横ばいで推移する見通しです。 

汚水の処理費用は、原因者負担や、公営企業における独立採算の観点などからも、下水道使用料に

よりまかなうことが妥当であると考えられるところですが、現状は使用料だけでは十分まかないきれ

ておらず、不足する部分は繰入金により対応しているところです。 

汚水処理費用の削減が困難であり、人口減少等の影響により使用料収入が減少する状況においては、

処理費用において不足する部分については、一義的には使用料により対応するものと考えられるもの

です。 

９ まとめ 

経営戦略策定にあたり、10 年間の「投資・財政計画」を作成したところ、今後、施設の老朽化により   

建設投資等にかかる支出の増加が見込まれる中で、使用料をはじめとする収入はおおむね横ばいで推移す

るものと見込まれており、現状のままでは、計画期間内の収支均衡が図れない（赤字が発生する）状況で

あり、場合によっては、資金が枯渇することで、事業運営が立ち行かなることも想定されている状況です。 

そのような状況を避けながら、安定的で持続可能な事業運営のためには、支出の削減や収入の確保に 

取り組まなければならないことから、詳細に検討を進めたところ、支出の削減は既に十分な見直しを図っ

ており概ね困難な状況、収入の確保は使用料収入以外での対応が非常に困難な状況であり、その上で  

「排出した汚水の処理費用は原因者が負担すべき」との基本的な考え方に立ち返れば、事務局としては、

収支改善に向けた取組みとして「使用料改定」を提案せざるを得ない状況にあると判断したところです。 

 

なお、「使用料改定」を含めた、収支改善の方策の詳細については、次回の審議会において、ご審議   

いただきたいと考えております。 


